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 参考資料２  

吹田市特定教育・保育施設等運営助成金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、児童の保育内容の充実を図るため、市内における私立の特定教

育・保育施設等に対して、毎年度予算の範囲内において特定教育・保育施設等運営

助成金（以下「助成金」という。）を交付することについて必要な事項を定めるも

のとする。 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

⑴ 特定教育・保育施設 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下

「法」という。）第27条第１項の規定による吹田市長の確認を受けた同項に規定

する特定教育・保育施設をいう。 

⑵ 特定地域型保育事業者 法第29条第１項の規定による吹田市長の確認を受けた

同項に規定する特定地域型保育事業者をいう。 

⑶ 認定こども園 法第７条第４項に規定する認定こども園をいう。 

⑷ 幼稚園 法第７条第４項に規定する幼稚園をいう。 

⑸ 保育所 法第７条第４項に規定する保育所をいう。 

⑹ 小規模保育 法第７条第７項に規定する小規模保育をいう。 

（助成対象者） 

第３条 助成の対象となる者は、特定教育・保育施設を設置する者及び特定地域型保

育事業者（小規模保育を行う者に限る。）とする。ただし、国、大阪府及び市を除

く。 

（助成種別等） 

第４条 助成種別、助成の対象となる施設及び事業（以下「助成対象施設」とい

う。）、助成の対象となる事業等（以下「助成対象事業」という。）の要件、助成

の対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）及び助成金の額は、別表のと

おりとする。 

（交付の申請） 

第５条 助成金の交付を受けようとする者は、市長が指定する日までに、次に掲げる

事項を記載した特定教育・保育施設等運営助成金交付申請書を市長に提出しなけれ

ばならない。ただし、小規模補修費助成に係る助成金の交付を受けようとする者

は、別に市長が定めるところにより、あらかじめ市長と当該助成金に関する協議を

完了させておかなければならない。 

⑴ 申請者の名称、所在地及び代表者の氏名（以下「名称等」という。） 

⑵ 交付申請額及びその助成種別 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 
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⑴ 事業計画書 

⑵ 事業所要額調書 

⑶ 歳入歳出予算書 

（交付の決定） 

第６条 市長は、前条の申請書等の提出があったときは、その内容を審査し、助成金

を交付すべきものと認めるときは、特定教育・保育施設等運営助成金交付決定通知

書により、当該申請をした者に通知するものとする。この場合において、市長は、

助成金の交付目的を達成するため必要があると認めるときは、交付の決定について

条件を付することができる。 

（交付の請求） 

第７条 前条の規定による通知を受けた者は、市長が指定する日までに、次に掲げる

事項を記載して押印した特定教育・保育施設等運営助成金交付請求書を市長に提出

しなければならない。 

⑴ 請求者の名称等 

⑵ 請求額及びその助成種別 

（交付） 

第８条 助成金は、次の各号に掲げる助成種別に応じ、当該各号に定めるところによ

り交付する。 

⑴ 発達支援保育対策費助成、保育特別対策費助成、延長保育事業費、保育体制強

化費、保育士宿舎借上費、看護師助成及び病児保育事業費（体調不良児対応型）

に係る助成金 当該年度の７月、10月及び12月の各月にそれぞれの交付決定額

（第６条又は次条の規定による交付決定額をいう。）の３分の１以内ずつを交付

し、当該年度の終了後残額を交付する。 

⑵ 小規模補修費助成に係る助成金 別に市長が定めるところによる工事完了手続

の終了後交付する。 

⑶ その他のものに係る助成金 当該年度の終了後一括して交付する。 

（変更交付の申請等） 

第９条 助成金の交付を受けた者（以下「助成事業者」という。）は、その後の事情

変更により申請の内容に変更が生じたときは、次に掲げる事項を記載した特定教

育・保育施設等運営助成金変更交付申請書に第５条第２項各号に掲げる書類のうち

当該変更に伴いその内容が変更されるものを添えて、市長に提出しなければならな

い。 

⑴ 申請者の名称等 

⑵ 変更交付申請額及びその助成種別 

⑶ 変更の理由 

２ 市長は、前項の申請書等の提出があったときは、その内容を審査し、助成金の交

付決定の内容を変更すべきものと認めるときは、特定教育・保育施設等運営助成金

変更交付決定通知書により当該申請をした助成事業者に通知するものとする。この
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場合においては、第６条後段の規定を準用する。 

３ 前項の規定による通知を受けた助成事業者の交付の請求については、第７条の規

定を準用する。 

（実績報告） 

第10条 助成事業者は、当該年度の助成対象事業完了後、速やかに特定教育・保育施

設等運営助成金事業実績報告書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければ

ならない。 

⑴ 事業報告書 

⑵ 事業所要額精算書 

⑶ 歳入歳出決算書 

⑷ 助成対象経費の支払を証する書類 

⑸ その他市長が必要と認める書類 

（助成金の額の確定） 

第11条 市長は、前条の報告書等の提出があったときは、その内容を審査し、交付す

べき助成金の額を確定し、特定教育・保育施設等運営助成金交付額確定通知書によ

り当該報告をした助成事業者に通知するものとする。 

（精算） 

第12条 市長は、前条の規定により交付すべき助成金の額を確定した場合において、

既に交付した助成金の額が当該確定額を超えるときは、期限を定めて、当該超える

額を返還させるものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第13条 市長は、助成金の交付決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、助成金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

⑴ 偽りその他の不正な手段により助成金の交付を受けたとき又は受けようとした

とき。 

⑵ 助成金の交付決定に付した条件に違反したとき。 

⑶ 次条又は第15条後段の規定に違反したとき。 

⑷ その他この要領に違反したとき。 

２ 市長は、前項の規定により助成金の交付決定を取り消した場合において、当該取

消しに係る部分に関し既に助成金が交付されているときは、期限を定めて、その返

還をさせるものとする。 

（帳簿の整備等） 

第14条 助成事業者は、助成対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備

え、当該収入及び支出について証拠書類を整備し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を

助成対象事業完了後10年間保管しなければならない。 

（報告の徴収等） 

第15条 市長は、必要があると認めるときは、助成事業者に対し、助成対象事業の実

施状況について報告を求め、又は職員に助成対象事業の実施状況について調査若し
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くは質問をさせることができる。この場合において、助成事業者は、正当な理由が

ない限り、これらを拒んではならない。 

（申請書等の様式） 

第16条 この要領に規定する申請書等の様式は、こども部長が定める。 

（委任） 

第17条 この要領に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、こども部

長が定める。 

 

附 則 

この要領は、平成27年４月１日から施行する。 



( 5 ) 
 

別表(第４条関係) 

助成種別 
助成対象 

施設 
要件 

助成対象 

経費 
助成金の額 

発 達 支 援

保 育 対 策

費助成 

認 定 こ ど

も 園 及 び

保育所 

市長が入所

させた障害

児（第２号

支給認定子

ども及び第

３号支給認

定子どもに

限る。）に

係る保育を

実施してい

ること。 

障 害 児 の 保

育 を 行 う に

当 た り 必 要

とする経費 

助成対象経費の支出額（助成対象経費の

総額から助成対象事業に係る利用料、寄

附金その他の収入の額を控除した額をい

う。以下同じ。）又は下記助成基準単価

によって算出した助成基準額のいずれか

少ない額 

１ 月の初日に在籍する障害児に係る月

額助成基準単価 

⑴  介助保育士を必要とするとき 障

害児１ 人に つき 239,780 円 。た だ

し、２人以上の障害児の保育を行う

場合にあっては、２人目以降の障害

児については、１人につき259,780

円とする。 

⑵  介助保育士を必要としないとき 

障害児１人につき75,390円 

２ 月の途中に入所させ、又は障害児の

認定をした障害児に係る当該月の助成

基準単価 

⑴ ２日以降５日までに入所させ、又

は障害児の認定をしたとき 前項第

１号又は第２号に掲げる額の６分の

６ 

⑵ ６日以降10日までに入所させ、又

は障害児の認定をしたとき 前項第

１号又は第２号に掲げる額の６分の

５ 

⑶ 11日以降15日までに入所させ、又

は障害児の認定をしたとき 前項第

１号又は第２号に掲げる額の６分の

４ 

⑷ 16日以降20日までに入所させ、又

は障害児の認定をしたとき 前項第

１号又は第２号に掲げる額の６分の

３ 

⑸ 21日以降25日までに入所させ、又

は障害児の認定をしたとき 前項第

１号又は第２号に掲げる額の６分の

２ 

⑹ 26日以降に入所させ、又は障害児

の認定をしたとき 前項第１号又は

第２号に掲げる額の６分の１ 
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保 育 特 別

対 策 費 助

成 

認 定 こ ど

も 園 及 び

保育所 

保育士の配

置基準及び

補助金事業

等の実施に

よる加配職

員数を満た

した上で予

備保育士を

配置してい

る こ と 。

(こ の 項 目

において、

認定こども

園は、「保

育 士 」 を

「 保 育 教

諭」と読み

替えるもの

とする。) 

予 備 保 育 士

の人件費 

助成対象経費の支出額又は239,780円に保

育士の配置月数を乗じて得た額のいずれ

か少ない額 

延 長 保 育

事業費 

認 定 こ ど

も 園 、 保

育 所 及 び

小 規 模 保

育 

国の延長保

育事業の要

件を満たす

延 長 保 育

（第２号支

給認定子ど

も及び第３

号支給認定

子どもに対

するものに

限る。）を

実施してい

ること。 

 

延 長 保 育 を

行 う に 当 た

り 必 要 と す

る経費 

助成対象経費の支出額又は延長保育事業

に係る国庫補助基本額のいずれか少ない

額 



( 7 ) 
 

地 域 活 動

事 業 費 助

成 

認 定 こ ど

も 園 及 び

保育所 

助成額の欄

に掲げる事

業（第２号

支給認定子

ども及び第

３号支給認

定子どもに

対するもの

に限る。）

を実施し、

かつ、園庭

開放を実施

しているこ

と。 

助 成 額 の 欄

に 掲 げ る 事

業 を 行 う に

当 た り 必 要

とする経費 

助成対象経費の支出額と下記助成基準単

価によって算出した助成基準額とを比較

して少ない方の額 

事業名 

助成基準単価（円） 

基本額 
加算額（年額） 

（年額） 

世代間

交流等

事業 

350,000 

（ 左 欄

に 掲 げ

る 事 業

を ２ 以

上 実 施

す る 場

合 に 限

る 。 ） 

下記加算項目に該

当する項目数に応

じ次に掲げる額 

１項目  75,000 

２項目 150,000 

３項目以上（世代

間交流等事業、異

年齢児交流等事業

及び育児講座・育

児と仕事の両立支

援事業のすべてを

実施する場合に限

る。） 400,000 

異年齢

児交流

等事業 

育児講

座・育

児と仕

事の両 

立支援

事業 

小学校

低学年

児童の

受入事

業 

500,000 

加算項目 

⑴ 家庭支援推進保育所又は地域子育

て支援センターと連携して実施する

もの 

⑵ 他の児童福祉施設等と共同で実施

するもの 

⑶ ファミリーサポートセンターその

他の子育て支援施設と連携して実施

するもの 

⑷ 他の市町村において実施されてい

ない先進的なもの 

⑸ 育児講座・育児と仕事の両立支援

事業にあっては、育児講座、親子教

室、プレイルーム開放又は子育て支

援サークル支援事業のいずれかを当

該年度に 20 回以上実施するもの 

行 事 費 助

成 

幼 稚 園 、

認 定 こ ど

も 園 及 び

保育所 

児童のため

の観劇の行

事を実施し

て い る こ

と。 

 

観 劇 の 行 事

を 行 う に 当

た り 必 要 と

する経費 

助成対象経費の支出額又は年額15,000円

のいずれか少ない額 
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園 外 保 育

費助成 

幼 稚 園 、

認 定 こ ど

も 園 及 び

保育所 

園外保育を

実施してい

ること。 

園 外 保 育 を

行 う に 当 た

り 必 要 と す

る バ ス 借 上

料 そ の 他 交

通費 

助成対象経費の支出額又は年額77,700円

（利用定員 150人以上の園にあっては

155,400円）のいずれか少ない額 

小 規 模 補

修費助成 

認 定 こ ど

も 園 （ 社

会 福 祉 法

人又は 

学 校 法 人

が 設 置 す

る も の に

限 る 。 ）

及 び 保 育

所 

保育用施設

等（第２号

支給認定子

ども及び第

３号支給認

定子どもに

対す保育を

行うものに

限る。）の

補 修 工 事

（国又は府

の助成が受

けられるも

の を 除

く。）を施

工している

こと。 

保 育 環 境 の

改 善 を 図 る

た め に 必 要

な 次 の 各 号

に 掲 げ る 工

事 の 施 工 に

要 す る 経 費

（ 当 該 経 費

の 総 額 が

500,000 円以

上 5,000,000

円 未 満 の 場

合 に 限

る。） 

⑴  保 育 用

施 設 の 補

修工事 

⑵  保 育 用

施 設 の 附

帯 設 備 の

補修工事 

⑶  そ の 他

市 長 が 特

に 必 要 と

認 め る 工

事 

助成対象経費の２分の１に相当する額 

保 育 体 制

強化費 

認 定 こ ど

も 園 及 び

保育所 

国の保育体

制強化事業

の要件を満

たす保育支

援者を配置

しているこ

と。 

保 育 支 援 者

の人件費 

助成対象経費の支出額又は90,000円に保

育支援者の配置月数を乗じて得た額のい

ずれか少ない額 

保 育 士 宿

舎借上費 

認 定 こ ど

も 園 及 び

保育所 

国の保育士

宿舎借上支

援事業の要

件を満たす

宿舎を借り

上げている

こと。 

賃 借 料 そ の

他 の 保 育 士

用 の 宿 舎 を

借 り 上 げ る

に 当 た り 必

要 と す る 経

費 

月及び借り上げた住居ごとに次に掲げる

額のいずれか少ない額の４分の３を乗じ

て得た額（１円未満の端数が生じる場

合、これを切り捨てるものとする） 

⑴助成対象経費の支出額 

⑵保育士宿舎借り上げ支援事業に係る国

庫補助基準額 
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看 護 師 助

成 

認 定 こ ど

も 園 及 び

保育所 

第２号支給

認定子ども

及び第３号

支給認定子

どもに対す

る保育のた

め の 看 護

師、准看護

師又は保健

師を配置し

て い る こ

と。 

年 額

4,634,000 円

を 超 え て 支

出 す る 看 護

師 、 准 看 護

師 又 は 保 健

師の人件費 

助成対象経費の支出額又は年額792,000円

のいずれか少ない額 

 

病 児 保 育

事 業 費

（ 体 調 不

良 児 対 応

型） 

認 定 こ ど

も 園 、 保

育 所 及 び

小 規 模 保

育 

国の病児保

育事業（体

調不良児対

応型）の要

件を満たす

事業を実施

し、かつ、

看護師助成

を受けてい

ないこと。 

病 児 保 育 事

業 （ 体 調 不

良 児 対 応

型 ） を 行 う

に 当 た り 必

要 と す る 経

費 

助成対象経費の支出額又は病児保育事業

（体調不良児対応型）に係る国庫補助基

本額のいずれか少ない額 

備考 この表において、「第２号支給認定子ども」とは法第19条第１項第２号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもをいい、「第３号支給認定子ど

も」とは法第19条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定

子どもをいう。 


